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東京一極集中是正に資する施策の分類

○ 「国土形成計画（全国計画）」第２部「分野別施策の基本的方向」より、直接及び間接的に東京一極集中是正に
資する主な施策を抽出

○ 抽出した施策を６分野（３分類×ハード・ソフト）に分類（複数の分野に重複するケースは許容する）
○ 東京圏から分散させる施策：物理的な移動が発生する施策、バックアップ機能を創出する施策

（例：政府機関の移転等）
○ 東京圏との対流を生む施策：東京圏と地方をつなぐ施策（ネットワーク整備に関する施策）

※地域内のみのネットワーク整備に係る施策は「地方を活性化させる施策」に整理
○ 地方を活性化させる施策：・地方を活性化させる施策（人流や物流の増加、産業の活性化、魅力の向上 等）

・防災に資する施策（安全性が高い地域には人・企業等が集まるという観点から）
→さらに「地方交通の活性化」・「産業振興を通じての活性化」・「地域の基盤づくり・魅力づくりによる活性化」 ・「災害時の
被害軽減を通じた活性化」の４分野にカテゴリー分けを行った。
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分類にあたっての考え方

○ 第５０回ナショナル・レジリエンス懇談会において、国
土交通省の施策を右のマトリックスに分類して整理す
るようご指摘をいただいたところ。

○ ご指摘を踏まえ、以下の考え方に基づいて、施策の
分類を試みた。【P２～６】

【出典】第50回ナショナル・レジリエンス懇談会 資料3-1 P7

○ 加えて、各施策にかかる定量的効果計測について、
事業評価における基本的な効果計測の考え方をお示
しするとともに、それにとどまらない効果を把握してい
る個別事業の例示を行った。【P７～１２】

※各施策は、それぞれ固有の目的があり、必ずしも「東京圏から分散させる施策」等として位置付けられていないが、
今回、本懇談会における議論のために、上記の考え方に基づき分類したものである。



東京一極集中是正に資する施策の分類（１／５）
東京圏から分散させる施策 東京圏との対流を生む施策 地方を活性化させる施策

ハード ・物流の高度化・効率化の促進
・農林水産物・食品の輸出拡大の
促進
・モーダルシフトの推進
・物流の低炭素化の促進
・手ぶら観光の推進
・物流拠点の整備推進
・道路ネットワークによる地域・拠点の
連携確保
・スマートIC等の活用による拠点の形
成
・効率的な物流ネットワークの強化
・都市鉄道の整備推進
・資源・エネルギー等の安定的かつ安
価な輸入の実現に向けた効率的な
海上輸送網の形成
・関西空港・伊丹空港の機能強化
・中部国際空港の機能強化
・主要地域拠点空港の機能強化
・空港の利用環境の改善
・整備新幹線・リニア中央新幹線の
整備推進

＜地方交通の活性化＞
・公共交通機関等のバリアフリー化
・モーダルシフトの推進
・物流の低炭素化の促進
・道路ネットワークによる地域・拠点の連携確保
・自転車利用環境の整備
・交通結節点の改善等によるシームレスな移動の実現
・地域を支える生活幹線ネットワークの形成
・都市鉄道の整備推進
・地域鉄道の利便性の向上
・関西空港・伊丹空港の機能強化
・中部国際空港の機能強化
・主要地域拠点空港の機能強化
・航空交通システムの高度化
・空港の利用環境の改善
・整備新幹線の整備推進

＜産業振興を通じての活性化＞
・物流の高度化・効率化の促進
・物流総合効率化法に基づく物流施設の高度化・効率化
の促進
・農林水産物・食品の輸出拡大の促進
・地域の持続可能な物流ネットワークの構築
・物流業におけるロボットの活用による生産性の向上
・物流拠点の整備推進
・効率的な物流ネットワークの強化
・資源・エネルギー等の安定的かつ安価な輸入の実現に向
けた効率的な海上輸送網の形成
・地域の基幹産業の競争力強化のための港湾整備 2



東京一極集中是正に資する施策の分類（２／５）
東京圏から分散させる施策 東京圏との対流を生む施策 地方を活性化させる施策

ハード ＜地域の基盤づくり・魅力づくりを通じての活性化＞
・手ぶら観光の推進
・グリーンインフラの推進
・大街区化の推進
・都市再生・都市の国際競争力の強化
・歴史的風土の保存及び歴史的風致の維持・向上
・地域のシンボルや観光拠点となる都市公園等の整備
・空き家再生等推進事業
・地域居住機能再生推進事業
・健全な水循環の維持又は回復に向けた取組
・道路の老朽化対策
・スマートIC等の活用による拠点の形成
・鉄道施設の戦略的維持管理・更新
・クルーズ船等の受入環境の整備を通じた地域の活性化
・港湾施設の老朽化対策の推進
・下水道における資源・エネルギーの活用促進

＜災害時の被害軽減を通じた活性化＞
・宅地耐震化推進事業
・災害時業務継続地区整備緊急促進事業
・災害発生時の避難地、防災拠点等となる防災公園の整備の推進
・土砂災害防止対策の推進
・地下空間の警戒避難体制強化
・「国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画」
・治水対策の推進
・道路の防災・震災対策
・無電柱化の推進
・道路の雪寒対策の推進
・災害時拠点強靱化緊急促進事業
・地下駅等の浸水対策
・鉄道施設の耐震対策
・三大港湾における防災・減災対策の推進
・災害に強い海上輸送ネットワークの構築
・海岸における防災・減災対策の推進
・空港施設の耐震対策
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東京一極集中是正に資する施策の分類（３／５）
東京圏から分散させる施策 東京圏との対流を生む施策 地方を活性化させる施策

ソフト ・総合交通体系の整備
・物流の高度化・効率化の促進
・農林水産物・食品の輸出拡大
の促進
・モーダルシフトの推進
・物流の低炭素化の促進
・手ぶら観光の推進
・物流拠点の整備推進
・スマートIC等の活用による拠点
の形成
・資源・エネルギー等の安定的かつ
安価な輸入の実現に向けた効
率的な海上輸送網の形成
・関西空港・伊丹空港の機能強
化
・中部国際空港の機能強化
・航空交通システムの高度化
・空港経営改革の推進
・航空企業のコスト競争力向上の
環境づくり
・より開かれた国際的枠組みの構
築
・ビジネスジェットの就航促進
・空港の利用環境の改善

＜地方交通の活性化＞
・公共交通機関等のバリアフリー化
・総合交通体系の整備
・モーダルシフトの推進
・物流の低炭素化の促進
・自転車利用環境の整備
・円滑な都市・地域活動のための渋滞対策
・地域鉄道の利便性の向上
・関西空港・伊丹空港の機能強化
・中部国際空港の機能強化
・主要地域拠点空港の機能強化
・空港経営改革の推進
・航空企業のコスト競争力向上の環境づくり
・より開かれた国際的枠組みの構築
・ビジネスジェットの就航促進
・地方航空ネットワークの安定的な確保
・空港の利用環境の改善
＜産業振興を通じての活性化＞
・物流の高度化・効率化の促進
・物流総合効率化法に基づく物流施設の高度化・効率化の促
進
・農林水産物・食品の輸出拡大の促進
・日中韓三国間のシームレスな物流の実現
・地域の持続可能な物流ネットワークの構築
・我が国国際貨物ネットワークの充実
・物流業におけるロボットの活用による生産性の向上
・物流分野における労働力不足対策
（「物流分野における労働力不足対策アクションプラン」）
・建設産業の担い手確保・育成
・建設業の海外展開
・資源・エネルギー等の安定的かつ安価な輸入の実現に向けた
効率的な海上輸送網の形成
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東京一極集中是正に資する施策の分類（４／５）
東京圏から分散させる施策 東京圏との対流を生む施策 地方を活性化させる施策

ソフト ＜地域の基幹づくり・魅力づくり＞
・手ぶら観光の推進
・グリーンインフラの推進
・既存住宅・リフォーム市場の活性化
・コンパクトシティ・プラス・ネットワークの推進
・少子化、高齢化に対応した都市公園の整備の推進
・都市再生・都市の国際競争力の強化
・歴史的風土の保存及び歴史的風致の維持・向上
・地域のシンボルや観光拠点となる都市公園等の整備
・歴史的風致を活用した広域観光周遊ルートの形成に向けた
環境整備
・健全な水循環の維持又は回復に向けた取組
・魅力ある水辺空間の形成
・道の駅による拠点の形成
・スマートIC等の活用による拠点の形成
・美しい国土景観の形成（日本風景街道・木材利用）
・道路空間のオープン化
・空き家再生等推進事業
・スマートウェルネス住宅等推進事業
・木造住宅・建築物の振興
・クルーズ船等の受入環境の整備を通じた地域の活性化
・良好な景観形成の推進
・港湾施設の老朽化対策の推進
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東京一極集中是正に資する施策の分類（５／５）
東京圏から分散させる施策 東京圏との対流を生む施策 地方を活性化させる施策

ソフト ＜災害時の被害軽減を通じた活性化＞
・災害に強い物流システムの構築
・宅地耐震化推進事業
・南海トラフ巨大地震の津波防災拠点整備の推進
・災害発生時の避難地、防災拠点等となる防災公園の整
備の推進
・土砂災害防止対策の推進
・「国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画」
・地下空間の警戒避難体制強化
・治水対策の推進
・道路の防災・震災対策
・無電柱化の推進
・道路の雪寒対策の推進
・災害時拠点強靱化緊急促進事業
・地下駅等の浸水対策
・海岸における防災・減災対策の推進
・物流拠点の整備推進
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各事業分野の事業評価方法 ①道路
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各事業分野の事業評価方法 ②治水

8
※ は、本マニュアル（案）で被害率や被害単
価を明示した項目

高度化効果

治水事業

フロー効果 ストック効果

被害防止効果（便益）

直接被害 間接被害
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効
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効
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治水経済調査ﾏﾆｭｱﾙ（案）では洪水氾濫による直接
的・間接的な被害のうち、現段階で経済的に評価可
能な被害の防止効果を便益として評価している。

リ
ス
ク

プ
レ
ミ
ア
ム
等

治水事業における費用便益分析の対象
分類 効果（被害）の内容

被
害
防
止
便
益

直
接
被
害

資
産
被
害
抑
止
効
果

一般資産被害

家屋 居住用・事業用の建物の浸水被害

家庭用品 家具・自動車等の浸水被害

事業所償却資産 事業所固定資産のうち、土地・建物を除いた償却資産の浸水被害

事業所在庫資産 事業所在庫品の浸水被害

農漁家償却資産
農漁業生産に関わる農漁家の固定資産のうち、土地・建物を除いた償却
資産の浸水被害

農漁家在庫資産 農漁家の在庫品の浸水被害

農産物被害 浸水による農作物の被害

公共土木施設等被害 公共土木施設、公益事業施設、農地、農業用施設の浸水被害

人身被害抑止効果 人命損傷

間
接
被
害

稼
動
被
害
抑

止
効
果

営業停止被害

家計 浸水した世帯の平時の家事労働、余暇活動等が阻害される被害

事業所 浸水した事業所の生産の停止・停滞（生産高の減少）

公共・公益サービス 浸水した公共・公益施設サービスの停止・停滞

事
後
的
被
害
抑
止
効
果

応急対策費用

家計
浸水世帯の清掃等の事後活動、飲料水等の代替品購入に伴う新たな出費
等の被害

事業所 家計と同様の被害

国・地方公共団体
家計と同様の被害および市町村等が交付する緊急的な融資の利子や見舞
金等

交通途絶によ
る波及被害

道路、鉄道、空港、
港湾等

道路や鉄道等の交通の途絶に伴う周辺地域を含めた波及被害害

ライフライン
切断による波
及被害

電力、水道、ガス、
通信等

電力、ガス、水道等の供給停止に伴う周辺地域を含めた波及被害

営業停止波及被害
中間産品の不足による周辺事業所の生産量の減少や病院等の公共・公益
サービスの停止等による周辺地域を含めた波及被害

精
神
的
被
害
抑
止
効

果

資産被害に伴うもの 資産の被害による精神的打撃

稼動被害に伴うもの 稼動被害に伴う精神的打撃

人身被害に伴うもの 人身被害に伴う精神的打撃

事後的被害に伴うもの 清掃労働等による精神的打撃

波及被害に伴うもの 波及被害に伴う精神的打撃

リスクプレミアム 被災可能性に対する不安

高度化便益 治水安全度の向上による地価の上昇等



各事業分野の事業評価方法 ③港湾
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プロジェクトの投資効率性を評価するために、建設等にかかる費用（＝C）とプロジェクトの実施による効果の
貨幣換算分（＝便益：B）を、計算期間（整備期間＋供用後５０年）分計上し、B/Cを計算。
なお、毎年発生する費用、便益を社会的割引率（ｉ＝4%)を用いて現在価値化して評価を実施。

● 費用 C
・用地費、補償費、建設費、維持管理費等を計上

● 便益 B
①貨物の輸送コストの削減便益（物流ターミナル等）

・近隣港利用に関わる陸上輸送コスト削減便益
・大型船の就航に伴う海上輸送コスト削減便益

②国際観光純収入増大便益（旅客船ターミナル等）

・旅客船乗船客の一時上陸による観光消費額

③安全性の向上（防波堤等）
・船舶航行安全性の向上便益

ｔＴ

Bt／（１＋i）∑
ｔ＝１CBR＝

ｔＴ

Ct／（１＋i）∑
ｔ＝１

●費用便益分析の分析指標

(with時)

相手港

荷主

大型化

当該港

(with時)

荷主

相手港

当該港代替港

(without時)

荷主

相手港

当該港

(without時)

相手港

荷主

当該港代替港

近隣港利用に関わる陸上輸送コスト削減（イメージ図）

大型船の就航に伴う海上輸送コスト削減（ｲﾒｰｼﾞ図）

代替港

相手港

荷主

当該港

（ｗｉｔｈ時）

荷主

当該港代替港

相手港

（ｗｉｔｈｏｕｔ時）

当該港

（ｗｉｔｈ時） （ｗｉｔｈｏｕｔ時）

荷主 荷主

当該港

相手港 相手港

２０ｋｍ ６０ｋｍ

（既存バース）

大型船就航
４万Ｄ/W級

１万Ｄ/W級

（費用便益比：Cost Benefit Ratio）
ただし、

t年次における便益：Bt
t年次における費用：Ct
計算期間（年） ：Ｔ
社会的割引率 ：ｉ

（増深改良バース）

港湾事業の費用便益分析の計算方法（B/Cの算出方法）



定量的効果の分析例の参考資料（観光入客の増加等）
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関連施策：道路ネットワークによる地域・拠点の連携確保、効率的な物流ネットワークの強化 等



定量的効果の分析例の参考資料（被害防止効果）
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関連施策：海岸における防災・減災対策、治水対策の推進 等



定量的効果の分析例の参考資料（企業立地件数等）
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関連施策：地域の基幹産業の競争力強化のための港湾整備、道路ネットワークによる地域・拠点の連携確保 等
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